

























( 1 ) 2017 年 5 月〜6月時点における日本の保険会社によるインシュアテックの取り組み状況
については井上 (2018) を参照。
( 2 ) インシュアテック全般の状況について内田 (2018)、竹下 (2018)、損害保険事業総合研
究所 (2019) 参照。インシュアテック全般の法的論点について、吉田 (2017)、肥塚
(2018)、同 (2019)、増島 (2018) 参照。








第 1 は、比較サイト (Comparison Portals) である。たとえば、ドイツで
は、チェック 24 比較ポータルサイト社 (Check24 Vergleichsportal GmbH.






第 2 は、デジタル・ブローカー (Digital Brokers) である。デジタル・
ブローカーとは、ウェブサイトやモバイル経由で保険仲介を行う者のこと
である。
第 3 は、保険のクロスセル (Insurance Cross Sells) である。保険のク
ロスセルとは、具体的には、保険以外の本業商品の販売に付随して、保険
商品を重ね売りすることである。
海外においては、たとえば、ユアピーブル社 (YourPeople, Inc. 米国。
2012 年創業) は、ゼネフィッツ (Zenefits) という名称で企業向けに人事
管理ソフトを提供するのが本業である。それに併せて、同社の関連会社で
あるインシュアユアピープル社 (InsurYourPeople LLC) が、ゼネフィッ






( 3 ) Ref., Braun and Schreiber (2017) p. 48, Table 6.
( 4 ) Ref., https : //www.check24.de, last visited on April 10, 2019.
( 5 ) Ref., https : //www.zenefits.com, last visited on April 10, 2019. なお、ユアピープル社は、
違法な保険販売を行っていたとして、2017 年 10 月に SECの処分を受けている。https : //

















務提携を行い (2018 年 4 月)、宿泊施設を貸与する者向けのウェブサイト
を運営するエアビーアンドビー社 (Airbnb, Inc.) と包括連携協定を統括
し (2017 年 12 月)、個人間売買の仲介等を行う株式会社メルカリとも包
括連携協定を締結している (2018 年 2 月
( 9 )
)。












第 5 は、オンデマンド保険 (On-Demand Insurance) である。そして、
( 6 ) Ref., https : //www.ticketguard.jp, last visited on April 10, 2019.
( 7 ) Ref., https : //www.simplesurance.com/ja, last visited on April 10, 2019.
( 8 ) Ref., https : //www.tokiomarinehd.com/release_topics/release/dhgn2a000000h6hl - att/
181002_j.pdf, last visited on April 10, 2019).
( 9 ) 西澤 (2019) 参照。
(10) 吉澤 (2019a) 参照。なお、後述の justInCase 社も、保険業法の問題があるため P2P 保
険を広く展開できないようである。Ref., https : //jp.techcrunch.com/2018/02/07/justin-
case-fundrasing, last visited on April 10, 2019.










いる。海外では、トロブ社 (Trov Insurance Solutions, LLC. 米国。2012
年創業) が著名である。同社は、数万点に及ぶ動産 (自動車を含む) につ
いて動産保険を提供する仕組みのプラットフォーマーである。保険引受は、
ニューヨーク州では National Specialty Insurance Company が、同州以外
の州では KnightBrook Insurance Company が行っているようである
(12)
。

















。⑤ justInCase 社 (東京
(12) Ref., https : //get.trov.help/hc/ja, last visited on April 10, 2019.
(13) 2011 年 10 月に先行販売している。Ref., https : //www.tokiomarine-nichido.co.jp/com
pany/release/pdf/140821_01.pdf, last visited on April 11, 2019.
(14) Ref., https : //corp.warrantee. jp/2017/11/ニュース 8 タイトル ; https : //corp.war
rantee.jp/2017/11/ニュース 9 タイトル, last visited on April 10, 2019.
(15) Ref., https : //www.ms-ins.com/news/fy2017/pdf/0214_1.pdf, last visited on April 10,
2019.
(16) Ref., https : //www.ms-ins.com/news/fy2018/pdf/0528_2.pdf, last visited on April 10,
2019.
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第 6は、デジタル保険者 (Digital Insurers) である。デジタル保険者と
は、保険業の全て、すなわち保険募集、保険引受、契約管理、損害サービ
ス等をシステム化した保険会社のことである。
第 7は、ビッグデータ分析および保険ソフトウェア (Big Data Analysis
& Insurance Software) である。そもそも保険業はリスクを評価し、リス
クを集積する事業であるから、大量のリスク情報を入手できればできるほ
ど、正確な保険料算出が可能となる。





(Blockchain & Smart Contracts)。ブロックチェーンとは分散型台帳技術
あるいは分散型ネットワークのことであり、スマート・コントラクトとは
契約の自動執行システムのことである。
たとえば、海外では、航空機遅延保険 (flight delay insurance) の保険
金支払に関して自動執行システムが導入されている。すなわち、世界の旅
客機の運航情報を保険会社が逐次入手しており、もし被保険者が搭乗予定
(17) Ref., https : //justincase.jp, last visited on April 10, 2019.
(18) Ref., https : //www.sjnk.co.jp/˜/media/SJNK/files/news/2018/20190329_2.pdf, last visi





行われている。たとえば、チャブ保険会社 (Chubb European Group. 英
































(19) Ref., https : //www.flightstats.com/v2, last visited on April 10, 2019.
(20) Ref., https : //www.appintheair.mobi/#about, last visited on April 10, 2019.
(21) Ref., http : //news.chubb.com/2017-09-08-Chubb-and-App-in-the-Air-launch-fully-a
utomated-and-real-time-Flight-Delay-Insurance-in-partnership-with-Swiss-Re-and-Fli
ghtStats, last visited on April 10, 2019.
(22) Ref., https : //fizzy.axa/en-gb, last visited on April 10, 2019.
(23) Ref., https : //group. axa. com/en/newsroom/news/axa-goes-blockchain-with-fizzy,
last visited on April 10, 2019.
(24) Ref., https : //www.tokiomarine-nichido.co.jp/company/release/pdf/181101_01.pdf, last
visited on April 10, 2019.
(25) Ref., https : //www.aioinissaydowa.co.jp/corporate/about/news/pdf/2018/news_20181
11500535.pdf, last visited on April 10, 2019.



























(27) たとえば、山下友信 (2018) 403頁では、「生命保険・損害保険とも新契約の締結の場
合に告知を要することは当然である。」と述べられている。けれども、それは、従前のよ
うにリスク情報が保険契約者側に偏在することを前提とする考え方であることが Naylor











































































































































































意または重過失による通知義務違反 (保険法 29条 1項 2 号、56条 1項 2











































































































rance/smilingroad/pc, last visited on April 10, 2019.
(35) Ref., https : //www.aioinissaydowa.co. jp/personal/product/tough/tsunagaru, last visit








及的保険料調整 (retrospective rating) の一種であると考えられる。従来
行われてきた仕組みと比較すると、保険料算出対象期間が 1か月単位と短
いという特徴があるが、保険料事後調整の基本的な仕組みは変わらない。





















(36) 山下友信他 (2018) 28頁 [山下信一郎発言] は、告知義務や危険減少の問題ではない
としながら、危険増加の通知に該当するかのような発言をしており、疑問である。
(37) Ref., http : //vitality.sumitomolife.co.jp/about, last visited on April 10, 2019.
(38) 明治安田生命保険が 2019 年 4 月 2 日から発売した「健康サポート・キャッシュバック
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